
 

 

 

 

 

近年、中小企業の経営者の高齢化が進行する一方で後継者の確保が困難になるなど、事業承継は中小企業に

とって重要な経営課題となっています。本業が順調に推移していても事業承継に失敗して紛争が生じるケースや会

社の業績が悪くなるケースなどもあり、事業承継は時間をかけて事前に計画的に取り組んでいく必要があります。 

今回のセミナーでは、中小企業の事業承継問題の現状、税制改正の動きを紹介し、事業承継ガイドラインを中心

に事業承継の組立や事業承継計画の立て方等を解説します。 

また、セミナー終了後に、事業承継コーディネーター及びアドバイザーによる個別相談会を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対 象：中小企業の経営者・後継者等 

日 時：平成１９年１２月７日（金） １３：３０～１６：３０ 
会 場：北九州テクノセンター ３０１研修室 

      北九州市戸畑区中原新町２－１（JR九州工大前駅より徒歩３分） 

受講料：無料（セミナー、個別相談会とも） 
定 員：３０名（申し込み多数の場合は調整します） 

申込み：平成１９年１１月３０日（金）までに 裏面をファックスしてください 
 

【お申し込み・お問い合わせ先】 
北九州市 産業学術振興局 中小企業振興課   担当：井町(いまち)、山口、新庄(しんしょう) 
〒804-0003 戸畑区中原新町２－１ 北九州テクノセンタービル２Ｆ 
      ＴＥＬ：０９３－８７３－１４３３    ＦＡＸ：０９３－８７３－１４３４ 

講師：中小企業基盤整備機構 事業承継コーディネーター・中小企業診断士 薗田 恭久 氏 

 
 
 

１ 事業承継に潜む問題点と対策の必要性 
中小企業の経営者の高齢化の進展、親族内の後継者確保の難しさなどを背景に、中小企業の事業承継が
今や大きな問題となっています。マクロなデータをもとに問題点の整理を行い、早めの対策が必要なことを理解
していただきます。 

２ 事業承継円滑化支援策と事業承継ガイドラインの内容 
最近の国の事業承継対策に関する取り組みの状況や税制・法制・金融等の具体的な支援施策について解説
します。また、中小企業庁が中心となって策定した「事業承継ガイドライン」に沿って、親族内の承継、従業員等
への承継、Ｍ＆Ａの 3つのパターンに分けて必要となる対策を説明します。 

３ 事業承継を円滑に進めるためのステップ 
事業承継を円滑に進めるためのステップについて、事業承継計画の作成を通して、自社の問題点の整理や
課題の抽出、タイムスケジュールの設計の重要性を解説します。サンプル資料をもとに実際に事業承継計画立
案の進め方を学んでいただきます。 

１  セ ミ ナ ー 13:30～16:30 

２  個 別 相 談 会 16:30～ 

講師 プロフィール 
民間企業勤務後、情報通信関連会社を創業。その後経営コンサルタントに転身し、現在、(有)薗田

経営リスク研究所代表取締役。 

相談員： 前掲  薗田 恭久 氏 

 中小企業基盤整備機構 事業承継アドバイザー・税理士 飯塚 貴司 氏 
  

相談員 プロフィール 
大手航空会社勤務後、税理士事務所及び税理士法人勤務を経て、いいづか税理士事務所を開

業。現在、同事務所代表。 

※ 個別相談会は予約制です。事前にお申し込み下さい。

中小企業のための 

円滑な事業承継の進め方 
主催：中小企業基盤整備機構九州支部 北九州市 (財)北九州産業学術推進機構 

事業承継セミナー 



 申込み先：北九州市中小企業振興課 井町(いまち)行  FAX 873-1434  

事業承継セミナー『中小企業のための円滑な事業承継の進め方』 

受講申込書 

１ 「セミナー」受講申込 

会社名 

 

業 種 
 

所在地 

〒     －   

 

 

 

電話                       FAX    

参加者① 
役職等：             氏名： 

 

                メールアドレス： 

参加者② 
役職等：             氏名： 

 

                メールアドレス： 

 

２ 「個別相談会」参加申込 

□ 個別相談を希望する （希望される方は左欄にチェックを入れてください） 

相談概要 (※簡潔に記入していただくか、別途担当(井町)まで相談内容をお伝え下さい) 

                ※相談を円滑に進めるため、相談内容について事前にお話を伺うことがあります。 

※個人情報の取り扱いについて 

  お申し込み時にいただきました個人情報については、次の目的に利用することがあります。 

   ①アンケート実施等による中小企業支援関連の調査。 

   ②ダイレクトメールの発送等による中小企業支援施策のご案内。 

  北九州市個人情報保護条例に基づき、中小企業支援施策の案内などを行う際の個人情報の利用に関する確認になります。

なお、利用目的の同意については任意ですので、同意されない場合は次の□に「レ」をご記入ください。 

 □  上記の①②の目的で個人情報を利用することに同意しません。 


